
国立研究開発法人科学技術振興機構 

国立研究開発法人科学技術振興機構 行動計画 

(次世代法・女性活躍推進法一体型) 

 

職員が仕事と家庭生活を両立させることができ、職員全員が働きやすい環境をつくることによって、全ての職

員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次の通り行動計画を策定します。 

 

１．計画期間 令和４年 4月 1日から令和６年 3月 31日までの 2年間 

２．内容 

 

 

＜対策＞ 

●令和４年度～ 仕事と育児、介護の両立に資する制度の詳細や、機構内制度の利用実績等をとりまとめ、機

構内のイントラネット等で公開する。内容は適宜更新し、定期的に機構内へ周知する。 

●令和４年度～ 職業生活と家庭生活の両立を支援するための制度について、改善や新たな制度の必要性等

について適宜検討する。 

 

 

＜対策＞ 

●令和４年～  階層別に必要とされる能力の向上を目的とした研修や、今後のキャリアを自律的に描くことを

目的とした研修を企画し、実施する。また、研修後のアンケート等を実施し、人材育成を目的と

した研修等の企画、内容に必要に応じて反映する。 

 

 

目標 2：将来の育成を目的とした研修について、受講者における女性労働者の割合 40％以上を目指す。 

目標１：仕事と育児、介護の両立に資する制度の詳細や利用実績等を積極的に周知する。職業生活と家

庭生活の両立を支援するための特別休暇（子の養育、看護等）の利用実績については、計画期

間において男性の取得率 15％以上を目指す。 


